
≪みなし共同事業に係る明細書　記載例≫

みなし共同事業による免税点判定を行った場合の事業所税申告書に添付する明細書です。

●事業所税の申告者：　広島市倉庫株式会社
●みなし共同事業に係る事業所：広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号　Ａ株式会社本社ビル
※この家屋での、特殊関係者の入居状況

広島市倉庫株式会社 1,200.00㎡ 240.00㎡

Ａ株式会社 400.00㎡ 80.00㎡

Ｂ株式会社 200.00㎡ 40.00㎡

Ｃ株式会社 200.00㎡ 40.00㎡

●広島市倉庫株式会社の事業所の状況
※東事務所は、期末時点では閉鎖済みのため記載しない

（参考）なお、この事例における、広島市倉庫株式会社以外の法人の判定は次のとおりです。

年 月 日

②

注１）　判定対象者の状況について、申告書別表１(事業所明細）及び別表２(非課税明細）より転記してください。
注２）　判定対象者の免税点判定に関係する者の状況を記入してください。（関係については、裏面を参照してください。）
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① 上記Ⅰ以外の事業所の状況
31,550

住 所 又 は 所 在 地 　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号 事 業 年 度
平成２２ 年 ５ 月 １ 日か ら

平成２３ 年 ４ 月３０ 日まで

Ⅰ
事 業 所 の う ち
み な し 共 同 事 業 に 係 る
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Ａ株式会社本社ビル

み な し 共 同 事 業 に 係 る 明 細 書
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氏 名 又 は 名 称 　広島市倉庫株式会社 通知書番号

従業者数
（うち非課税）

60人
（10人）

20人
（　-　）

5人
（　-　）

3人
（　-　）

広島市倉庫㈱の子会社（50%超の出資）
※広島市内の事業所は、この1か所のみ

Ａ株式会社の100%子会社
※広島市内の事業所は、この1か所のみ

よって、広島市倉庫株式会社の判定においては、50%超の出資先であるＡ株式会社及びＢ株式会社が特殊関係者
（第6号該当）となります。

事業所　名称・所在地

本社事務所 広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

西倉庫 広島市西区福島町二丁目２番１号

南倉庫 広島市南区皆実町一丁目５番４４号

2,000.84㎡
（　-　）

30人
（　-　）

事業所床面積
（うち非課税床面積）

1,440.00㎡
（100.00㎡）

480.00㎡
（　-　）

240.00㎡
（　-　）

240.00㎡
（　-　）

共用床面積

判定対象者

Ａ株式会社

Ｂ株式会社

Ｃ株式会社

名称 専用床面積

特殊関係者

同じ親を持つＢ株式会社（第７号該当）及び自らが100%出資するＣ株式会社（第６号該当）

　〃　Ａ株式会社（第７号該当）及びＡ株式会社が100%出資するＣ株式会社（第７号該当）

なし

29,550.00㎡
（　-　）

40人
（　-　）

みなし共同事業　非該当

みなし共同事業　非該当

事業所床面積
（うち非課税床面積）

従業者数
（うち非課税）

1,440.00㎡
（100.00㎡）

60人
（10人）

みなし共同事業　該当


